
【地域密着型金融の具体的取組み】（２０２２年度）

・ライフステージ等に応じた取引先企業の支援の一層の強化

・創業、新事業展開を目指す個人や企業に対し、各種相談等の
  支援及び積極的な金融支援を行います。

・不動産担保・保証に必要以上に依存せず、取引先企業の事業内
　容や成長可能性等を適切に評価した金融支援を積極的に行いま
　す。
・目利き能力等の向上による人材育成を図ります。

項　　　　　目 取組方針 具体的取組策

１．コンサルティング機能の発揮

①創業・新事業支援 ・政府系金融機関（㈱日本政策金融公庫等）及び北海道中小企業総合支援センター(よろず支援
　拠点)等外部機関と連携し支援態勢の充実を図ります。
・留萌市・留萌商工会議所との「創業支援に係る業務提携・協力協定」に基づき情報の共有を
  図り補助金申請や事業計画策定等積極的な支援を行います。
・中小企業経営力強化支援法に基づく認定支援機関として創業補助金の助言・事業計画策定
  支援等を実施します。
・相談窓口を記載したパンフレットを店頭に備え置き、ＰＲを実施します。

②事業性評価に基づく融資の
取組み。

・政府系金融機関（㈱日本政策金融公庫等）、北海道信用保証協会、信金中央金庫等との連携
　により事業性評価に基づく金融支援を推進します。
・外部専門機関や専門家派遣事業の利用により取引先企業の経営課題などに最適なアドバイス
　や解決策の提供を行い必要に応じて円滑な資金供給など金融仲介機能の発揮に取組みます。
・本部研修や外部機関の研修制度等を活用し職員の「目利き能力」向上を図り取引先のニーズ
　や経営課題解決型金融に対応できる人材育成への取り組みを実施しコンサルティング能力の
　向上を図ります。

２０２２年度 地域密着型金融推進計画に関する基本方針
○ 当金庫は「お客様一人ひとりとの信頼関係をなによりも大切にし、最良のパートナーとして真に利用者のため、良質の商品サービスを

提供し、 地域社会とともに成長するコミュニティバンクを目指します。」という経営理念のもと地域密着型金融に取り組んでおります。
今後も推進計画を継続して取組み、地域のお客様と長期間にわたって築いてきた親密な関係に基づいて、地域の活性化に積極的に

貢献してまいります。
○ 具体的には、監督指針における（１）顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮（２）地域の面的再生への積極的な参画(３）地域

や利用者に対する積極的な情報発信等に基づき個別項目を策定し積極的に推進してまいります。
○「新型コロナウイルス感染症」の長期化に加え、ウクライナ情勢や原油・原材料価格の上昇などによる影響拡大を踏まえ「地域金融円

滑化のための基本方針」に則り資金需要や貸付条件の変更等への適切な支援を行ってまいります。

留萌信用金庫
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【地域密着型金融の具体的取組み】（２０２２年度）

項　　　　　目 取組方針 具体的取組策

・金融円滑化に関する恒久的措置への対応から新規融資や貸付
  条件変更等の申込み対する適切な支援態勢の充実を図ります。

・取引先企業の経営改善等といった課題解決の為の支援を行い
　ます。
・経営改善支援先、事業再生支援先等に対しては、取組先の経営
　課題解決のために、適切な助言等、コンサルティング機能を発
　揮した支援態勢を強化します。

・地域密着型金融への取組みにおける推進項目や取組結果を地域
　や取引先に対し積極的に情報発信することで、当金庫の取組み
　を周知し、地域の活性化と経営の健全性向上に取組みます。
・地域活性化につながる多様なサービスの一環として、留萌地区
　中小企業景況レポートによる経営情報の提供を行います。

③金融円滑化の取組み ・地域金融円滑化の基本方針に基づき、安定的に資金供給し、地域金融の円滑化に取組みます。
・貸付条件の変更先に対する経営改善計画の策定支援、進捗状況等を把握し適切な支援を図り
　ます。
・新型コロナウイルス感染症の長期化、ウクライナ情勢や原油、原材料価格の上昇などにより
　経営に影響を受けている中小企業者等の皆様の経営の安定を図るため積極的な資金繰り支援
　に取組みます。また、事業者の状況を丁寧にフォローアップし、借入金の元本返済猶予等の
　条件変更について、迅速かつ柔軟な対応を図ります。
・新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けている中小企業者等に対する認定申請手
　続き等の様々なサポートを行います。
　

３．地域や利用者に対する積極的な情報発信

①当金庫の経営内容・取組み
等に関する情報発信

・経営内容、地域密着型金融推進計画の推進項目や取組結果等をディスクロージャー誌及び
  ホームページに掲載し公表します。
・当金庫が作成する「るもいしんきん景況レポート」を調査対象先等へ四半期毎に配布します。
・ホームページにて商品情報など様々な情報をわかりやすく情報発信を行います。

④経営改善・事業再生支援の
強化

・北海道中小企業活性化協議会、中小企業支援ネットワーク事業、㈱日本政策金融公庫等外部
　機関と連携し支援業務の強化を図ります。
・事業再生支援として経営健全化重点取組先を選定し、支援態勢を強化します。
・営業店・本部が一体となって経営全体の改善支援に取り組むとともに、改善状況の継続的な
  モニタリングや伴走型の経営支援を行うことで対象先のランクアップを図ります。
・取引先企業の様々な経営課題に対し実行性のある適切な経営支援に取組みます。
・地域企業の重要な経営課題である事業承継について、留萌商工会議所、北海道中小企業総合
　支援センター等と連携し支援に取り組みます。
・経営者保証に関するガイドラインの趣旨を踏まえた適切な対応を行うこととし、顧客への周知
　徹底により融資慣行として浸透・定着を図ります。

２．地域の面的再生への積極的な参画

①地域創生や地域経済活性化
への取組み

・産学官金とのネットワークを構築し地域の活性化に関する取組
　みへの参画や連携を図り一体となって推進します。
・地域の将来を担う人材育成・企業経営力向上等の支援に取組
　みます。
・地域貢献、社会貢献活動への積極的な取組みを行います。

・留萌振興局との包括連携協定に基づく事業として、留萌元気づくりセミナ－を開催します。
・留萌市経済活性化懇談会へコアメンバーとして参加します。
・「地方創生プロジェクトチーム」の活動として留萌振興局、市町村、商工会議所、商工会等
　との連携を強化し情報提供、分析、提案等に積極的に参画します。
・地域を担う次世代経営者(若手経営者・後継経営者・経営幹部等)を対象とした経営塾を開催
  し、地域貢献に資する人材育成を支援します。
・札幌医科大学との包括連携協定による事業としてセミナー開催等を行います。
・留萌市、留萌商工会議所青年部及び留萌青年会議所等各団体との包括連携協定に基づき、地域
　の経済・文化などの活性化に向けて相互に連携して取組みます。
・地域貢献・社会貢献活動として、地域活性化行事等へ積極的に参加します。
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